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平成 25年度 事業報告 

 
 

平成 25年度の事業計画に基づいて、次のとおり取り組みました。 

 

Ⅰ．協会固有課題 

 

１．調査・研究活動 

（１）業務研究会 

「ポスト国際協同組合年」、「国際保険監督」、「国際会計基準」をテーマに3回

開催し、会員団体等から第1回 93名、第2回 54名、第3回 51名の出席者があ

りました。 

① 第1回：「ポスト国際協同組合年におけるＩＣＡとＩＣＭＩＦの最近の動向」

（6月 21日開催） 

国際協同組合同盟（ＩＣＡ）会長に日本共済協会発足以来初めて当協会の行事

に参加いただき、「協同組合の10年に向けた計画 いかにそれを実行するか」

をテーマに講演いただきました。さらに、国際協同組合保険連合（ＩＣＭＩＦ）

会長から「ニュージーランド大地震の教訓」というテーマで、同事務局長から

「世界の協同組合保険の最新動向」というテーマで講演いただきました。 

② 第2回：「国際保険規制の最近の動向」（7月 23日開催） 

保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）事務局長から国際保険監督の進展や今後の展

開、保険監督と関連する国際的な情勢等について講演いただきました。 

③ 第3回：「ＩＦＲＳ４『保険契約』再公開草案とその反響」(1月 28日開催) 

あずさ監査法人の三輪登信公認会計士から国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）第４

号「保険契約」再公開草案に対するパブリックコメントの解説、それに対する

各団体からの意見・要望等について講演いただきました。 

 

（２）共済理論研究会 

① 第 1回（7月 1日開催）の研究会では、「共済契約をめぐる最近の法律問題－

保険法施行後3年を経過して」をテーマに研究報告を受け、意見交換を行いま

した。 

② 第 2回（9月 30日開催）の研究会では、「『協同組合の10年に向けたブループ

リント』と共済事業の関わり」をテーマに研究報告を受け、意見交換を行いま

した。 

③ 第 3回（12月 2日開催）の研究会では、「韓国における協同組合法と共済事業」

をテーマに研究報告を受け、意見交換を行いました。 

④ 第 4回（3月 10日開催）の研究会では、「債権法改正と共済事業」をテーマに

研究報告を受け、意見交換を行いました。 
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⑤ 5月 13日に第１回幹事会を開催して、第１回～第３回研究会の研究テーマと

報告者を決定し、9月 30日に第２回幹事会を開催して、第４回研究会の研究

テーマと報告者を決定しました。12月 2日に第３回幹事会を開催して、平成

26年度の開催日程と第１回、第２回研究会の研究テーマと報告者を決定しま

した。 

⑥ 地域における協同組合活動の現状に対する理解を深め、今後の研究に生かして

いただくため、地域に密着して成果を上げている協同組合等を共済理論研究会

委員が視察する取り組みを再開し、10月 7・8日に行いました。 

 

（３）国内外の業界動向の把握 

法令改正等に関する業界の動向を把握するため、適宜、生命保険協会（生保協

会）、日本損害保険協会（損保協会）等と情報交換を行いました。 

海外の協同組合保険に関する情報収集および協同組合保険団体等との連携強

化のために、11月にケープタウンで開催されたＩＣＭＩＦ総会およびＩＣＭＩＦ

の地域団体であるアジア・オセアニア協会（ＡＯＡ）総会に当協会から2名参加

しました。 

また、11月 20日開催の第5回理事会において、当協会がＩＣＡの准会員とし

て、ＩＣＡの日本会員で構成される日本協同組合連絡協議会（ＪＪＣ）の賛助会

員として加盟することを決定しました。 

 

２．会員サービス 

（１）共済実務に関する研修会の開催 

① 共済団体職員研修会の開催 

共済団体職員の人材育成支援のための研修として、共済実務に関する基礎的ス

キルの向上を目的とした共済団体職員研修会を開催し、共済職員の能力向上を

図りました。延べ120団体 196名（平成24年度は120団体 181名）が受講し

ました。 

ア.共済基礎研修会(4月) 

イ.生命共済支払査定研修会(7月) 

ウ.火災共済支払査定研修会(9月) 

エ.普及推進研修会（10月） 

オ.経理研修会（1月） 

カ.自動車共済支払査定研修会（1月） 

② 共済団体の研修会等への支援 

共済団体が実施する研修会を支援するため、講師の派遣（2回・2名）および

紹介（1回・1名）を行いました。 

 

 

（２）実務者情報交換会の開催 

    特定テーマに関する会員団体実務者の情報交換と交流を目的とした「実務者情

報交換会」を２回開催しました。 

① 第1回：「ＩＡＳＢ再公開草案『保険契約』について」（9月 11日開催） 

講師/コーディネーターとしてあらた監査法人の川端稔公認会計士に参加いた
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だき、国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）再公開草案「保険契約」について、会

員団体から出された質問・課題を中心に情報交換および意見交換を行いました。 

② 第 2 回：「反社会的勢力の排除に向けた取り組みの現状と課題」（2 月 27 日開

催） 

講師/コーディネーターとして共栄火災の藤本和也弁護士に参加いただき、反

社会的勢力への対応にかかる共済団体や保険会社の実務上の課題や対応につ

いて、事前アンケートに基づき解説をいただくとともに、情報交換および意見

交換を行いました。 

なお、この情報交換会は藤本弁護士が「共済と保険」誌（３月号）に掲載した

特別寄稿文「保険契約および共済契約からの反社会的勢力排除における実務上

の課題」を踏まえた企画として開催しました。 

 

３．広報活動 

（１）日本共済協会セミナーの開催 

日本共済協会セミナーを11月 26日に開催しました。当日は2部構成とし、第

1部では、前厚生労働省介護保険指導室長の千田透氏より「今後の社会保障制度

と医療・介護の連携促進について～真の地域包括ケアをめざして～」をテーマに、

第2部では、東北大学特任教授/村田アソシエイツ代表の村田裕之氏より「シニ

アシフトの衝撃～超高齢社会をビジネスチャンスに変える方法～」をテーマに講

演いただき、約170名の参加がありました。 

 

（２）広報媒体の制作と発行 

① ファクトブック 

     共済の理念、目的、共済事業の内容、および会員団体の事業概況等の情報を掲

載したファクトブック(日本語版・英語版)を作成し、会員団体および関係団体

へ配布しました。 

② 共済協会だより 

当協会の活動内容を中心に伝えるよう見直すとともに、よりタイムリーに情 

報提供するため、発行頻度を変更(年２回から５～６回発行)し、平成25年度

は５回発行しました。 

③ 英文ニュースレター 

     当協会の事業活動および会員団体の事業活動や社会貢献活動などについてＩ

ＣＭＩＦ会員に２回配信しました。 

No.69（2013年 4－7月期） 

No.70（2013年 8月-2014年 1月期） 

④ Ｖｏｉｃｅ（ヴォイス）への掲載 

当協会の主な活動を海外に広報するために、ＩＣＭＩＦの機関誌であるＶｏｉ

ｃｅに情報提供を行いました。 

 

（３）マスコミ対応 

マスコミ等からの取材・問合せに対して、共済団体の認知度向上に努め対応し

ました。取材件数は１件、問合せ件数は８件でした。また、マスコミ向けにニュ

ース・リリースを７回発行しました。 
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（４）ホームページ 

一般社団法人への移行を機に、共済や協同組合に関してより豊富な情報提供を

するとともに、視認性の向上のため、ホームページを平成25年 4月からリニュ

ーアルしました。より見やすい、親しみやすいものを目指して、年間を通じてア

クセス解析等を進めています。 

 

 （５）広報活動マニュアルの作成 

マスコミ、会員、一般の生活者向けの当協会の広報活動の基本方針、対応方法

等をまとめたマニュアルを作成しました。      

 

４．その他 

 （１）パソコンのＯＳ（ＷindowsXP）のメーカー・サポートが平成26年 4月に終了する

ことから、システムの安定稼働のため、システム機器の更新を8月に行いました。 

 

（２）職員の業務知識の習得、スキル向上を図るため、セミナー・研究会・研修会等に

参加しました。 

 

Ⅱ．「共済と保険」誌等の刊行 

 

１．「共済と保険」誌の刊行 

（１）一般社団法人への移行に伴う共済保険研究会の廃止を受けて、当協会の発行する

「研究誌」として新たな位置づけのもとに、月刊誌「共済と保険」を制作・刊行

しました。理論と実務の研究誌としての誌面の充実を目指し、平成25年度は特

に実務連載に関するページを増やすとともに、よりタイムリーな記事を掲載しま

した。 

 

（２）会員団体等から選出された委員による「編集委員会」を4回（6月、10 月、12

月、3月）開催し、理論と実務のバランスのとれた誌面作りを進めました。 

 

２. 「共済と保険」誌の定期購読料 

「共済と保険」誌の定期購読料を４月から年額9,600円としました。 

 

３．「共済年鑑」の発行 

各所管省庁の認可を受けて共済事業を実施している43団体の事業実績をとりま

とめ、「2014年版 共済年鑑」を発行しました。 

 

４．購読者拡大に向けた取り組み 

購読者拡大に向け、関係団体の機関誌に広告記事を掲載しました。 

 

Ⅲ．共済相談所の運営 

 

１．専門性の向上と態勢の強化 
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（１）認証ＡＤＲ機関として取り組んだ内容は、次のとおりです。 

① 審査委員会委員の任期満了に伴い、委員定数15名に対して10名の重任と弁護

士委員5名の新任を行い、認証ＡＤＲ機関として審査委員会の態勢充実(13名

から15名)を図りました。 

② 円滑な審査委員会運営に資すること、および審査委員間の情報の共有化を目的

として、審査委員会を2回（7月 4日、11月 25日）開催しました。また、申

立案件の適格性審査および審議会委員の選任を行うため、審査委員会小委員会

を計9回開催しました。 

③ 裁定申立てがあった件数は22案件（平成24年度は22案件）で、76回（同52

回）の審議会を開催しました。また、裁定審議を終了した件数は23件（同16

件）でした。 

 

（２）職員のスキルアップを目的に、内部学習会を随時実施するとともに、外部研修

会等への参加や消費生活専門相談員等の資格取得を奨励しました。また、消費

者関連専門家会議（ＡＣＡＰ）の会議・研修会に参加し、各企業等における顧

客対応動向の情報収集を行いました。 

 

２．会員団体への支援 

（１）相談所連絡会を4回（4月、8月、12月、3月）開催し、相談・苦情内容のフィ

ードバックと平成24年度活動報告・平成25年度取組み課題等の連携を図ると

ともに、会員団体間の課題の共有化や情報交換を行いました。 

 

（２）会員団体の職員スキルアップを目的として、外部講師による講演会「モラルリ

スク排除の取り組みによるマネージメントの提言」を開催しました（12月）。 

 

３．ディスクローズの強化 

（１）「平成24年度 共済相談所活動状況について」「審議会における裁定の概要(平成

24年度)」、「平成25年度上半期 共済相談所活動状況について」「審議会におけ

る裁定の概要(平成25年度上半期)」を会員団体に報告するとともにホームペー

ジに掲載しました（7月、12月）。 

 

（２）共済相談所の業務内容を正しく理解してもらうためチラシ「共済相談所のご案

内」を消費生活センター、生保協会、損保協会等の外部機関に配付するととも

にホームページに掲載しました。 

 

４．その他 

（１）東京都消費生活総合センターと情報交換を行う（5月）とともに、同センター相

談員を対象として、共済事業に関する学習会を実施（7月）しました。 

 

（２）弁護士法23条照会等法令に基づく照会対応の会員窓口業務を行いました (349

件)。また、各団体の法令照会窓口担当者を対象に、法令照会担当者会議を開催

し、法令照会の取組状況および照会業務内容の確認を行いました（10月）。 
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Ⅳ．法制等政策課題 

 

１．法制度の改正動向の把握と対応 

 （１）ＡＤＲ関連法 

ＡＤＲ促進法や金融ＡＤＲ法などＡＤＲ関連法の改正にかかる関係省庁の動

向把握に努め、必要に応じて、ＡＤＲ関連法に関する情報提供を会員に行いま

した。 

 

 （２）各協同組合法および保険業法 

共済事業に関わる法規制の改正および行政庁による監督方針の動向等につ

いて、情報収集に努めました。 

 

 （３）その他共済事業に影響を及ぼす法制等 

法務省からパブリックコメントに付された「民法（債権関係）の改正に関す

る中間試案」に対して、平成25年 6月 14日付で意見表明を行うとともに、平

成26年2月4日に開催された第83回法制審議会民法（債権関係）部会に対し、

損保協会、外国損害保険協会と連名で「中間利息控除に関する意見」を提出し

ました。 

また、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が共済事業に及ぼす影響および大規模災

害対策にかかる課題について、「ＴＰＰにかかる共済事業検討会」および「大

規模災害対策検討会」の設置の延長を受けて、情報収集に努めました。 

 

Ⅴ．その他 

 

１．一般社団法人への移行に伴う対応 

平成25年 4月 1日に一般社団法人設立および旧法人解散の登記を行い、同日に

施行した新たな定款の規定に基づき、理事会・総会等の組織運営や改正された公益

法人会計基準への対応を行いました。 

また、6月 27日開催の定時総会での決定を受け、公益目的財産額の確定の申請を

内閣府へ行いました。 

 

２．ポスト国際協同組合年への対応 

6月 21日に「ポスト国際協同組合年におけるＩＣＡとＩＣＭＩＦの最近の動向」

というテーマで業務研究会を、9月 30日に「『協同組合の10年に向けたブループリ

ント』と共済事業の関わり」というテーマで共済理論研究会を開催しました。 

 

３．交通事故における「第三者行為による傷病届」に関する対応 

    自動車共済を扱っている会員団体への情報提供、会員団体との協議、厚生労働省

や健康保険組合連合会との調整等を行いました。 

 

４．反社会的勢力への対応 

    警察庁、全国暴力追放運動推進センター、生保協会、損保協会等から情報収集を

行い、反社会的勢力にかかる情勢報告会（2月 20日）を開催し、会員団体への情報
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提供を行いました。 

また、「警察に照会する際の実務」について、警察庁との調整を進めました。 

 

 

以 上 
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附属明細書 

 

平成25年度事業報告においては、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則」第34条第3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は、

該当する事項がないため作成しておりません。 

 






